
滋賀県税条例の一部を改正する等の条例案について 

 

１ 趣旨 

証紙貼付によって徴収する自動車税および狩猟税の納付方法を見直すため、滋賀県税条

例の一部を改正するとともに、証紙の売りさばき金等を管理する滋賀県収入証紙特別会計

条例を廃止しようとするものです。 

 

２ 改正の概要 

(1) 滋賀県税条例の一部改正 

ア 自動車税（環境性能割・種別割） 

車の購入時等における自動車税の環境性能割および種別割の納税について、証紙貼付

によって納付する方法を廃止し、収納計器等により納付することとします。 

【第 70 条および第 73 条の 10 関係】 

イ 狩猟税 

狩猟者登録時における狩猟税の納税について、証紙貼付によって納付する方法を廃止

し、県税用納付書により納付することとします。       【第 142 条の３関係】 
 

(参考)納付方法の変更イメージ 

税目 
納付方法 

【現行】 【改正後】 

自動車税 

・電子申請、電子納付（ワンストップサービス） 

・証紙貼付による納付、収納計器、県税用納付

書※による納付 

・電子申請、電子納付（ワンストップサービス） 

・収納計器、県税用納付書※による納付 

狩猟税 
・証紙貼付による納付、県税用納付書※による

納付 

・県税用納付書※による納付 

※コンビニや銀行など県税の窓口以外での納税やクレジットカード、スマホアプリ等でキャッシュレス納税が可能 

 

(2) 滋賀県収入証紙特別会計条例（昭和39年滋賀県条例第23号）の廃止 

収入証紙特別会計は、主に、自動車税と狩猟税における「証紙売払収入」と「県税収

入」について、会計年度の明確化と年度間の調整を図るため設置したが、証紙の廃止に

伴い、特別会計を継続する必要がなくなるため、廃止することとします。 

 

３ 施行期日等 

・滋賀県税条例の一部改正：令和７年 10 月１日（経過措置として令和８年３月 31日まで証紙利用は可能） 

・滋賀県収入証紙特別会計条例の廃止：令和８年４月１日 

県 政 経 営 会 議 資 料 

令和７年(2025 年)１月 14 日 

総 務 部 税 政 課 



 

 
 

 

 

滋賀県税条例の一部を改正する等の条例案要綱 

 

 

１ 改正等の理由 

証紙徴収の方法によって徴収する自動車税および狩猟税の納付の方法の見直しに伴い、

必要な規定の整備を行うため、滋賀県税条例（昭和 25 年滋賀県条例第 55 号）の一部を改

正するとともに、証紙の売りさばき金等を特別会計で管理する必要がなくなるため、滋賀

県収入証紙特別会計条例（昭和 39年滋賀県条例第 23 号）を廃止しようとするものです。 

 

２ 改正等の概要 

 (1) 滋賀県税条例の一部改正 

ア 自動車税 

(ｱ) 証紙徴収の方法によって徴収する環境性能割および種別割について、県が発行す

る証紙の貼付によって納付する方法を廃止することとします。（第１条による改正後

の第 70 条および第 73条の 10 関係） 

(ｲ) 身体障害者等に関する種別割の減免について、証紙徴収の方法によって徴収する

ものにあっては、申告書に収納計器で当該種別割額に相当する金額を表示した印影

の押印を受け、または当該種別割額に相当する現金を納付することによって種別割

を払い込む際に、申請書を提出しなければならないこととします。（第１条による改

正後の第 73 条の 14 関係） 

イ 狩猟税 

証紙徴収の方法によって徴収する狩猟税について、県が発行する証紙の貼付によっ

て納付する方法を廃止することとします。（第１条による改正後の第 142 条の３関係） 

 (2) 滋賀県収入証紙特別会計条例の廃止 

滋賀県収入証紙特別会計条例を廃止することとします。（第２条関係） 

(3) その他 

ア この条例は、令和７年 10 月１日から施行することとします。ただし、(2)およびイ

の一部は、令和８年４月１日から施行することとします。 

イ この条例の施行に関し必要な経過措置を定めることとします。 
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滋賀県税条例新旧対照表（第１条関係） 

旧 新 

第１条～第69条 省略 第１条～第69条 省略 

（環境性能割の納付の方法） （環境性能割の納付の方法） 

第70条 環境性能割の納税義務者は、環境性能割額を納付する場合（当

該環境性能割額に係る延滞金額を納付する場合を含む。）には、申告

書または修正申告書に県が発行する証紙を貼つて         

                               

                               

                               

       しなければならない。 

第70条 環境性能割の納税義務者は、環境性能割額を納付する場合（当

該環境性能割額に係る延滞金額を納付する場合を含む。）には、申告

書または修正申告書に知事が指定する証紙代金収納計器（以下「収納

計器」という。）で当該環境性能割額（当該環境性能割額に係る延滞

金額を含む。以下この項および次項において同じ。）に相当する金額

を表示した印影の押印を受けて、または当該環境性能割額に相当する

現金を納付してしなければならない。 

２ 環境性能割の納税義務者は、前項の規定による証紙を貼ることに代

えて申告書もしくは修正申告書に知事が指定する証紙代金収納計器

（以下「収納計器」という。）で証紙の額面金額に相当する金額を表

示した印影（以下「証紙代金収納印」という。）の押印を受け、また

は証紙の額面金額に相当する現金を納付することができる。 

（削除） 

３ 知事は、前項の規定により証紙の額面金額に相当する現金の納付が

あつたときは、申告書または修正申告書に納税済印を押さなければな

らない。 

２ 知事は、前項の規定により環境性能割額 に相当する現金の納付が

あつたときは、申告書または修正申告書に納税済印を押さなければな

らない。 

４ 証紙の様式、収納計器で表示する証紙代金収納印の形式その他証紙

徴収について必要な事項は、規則で定める。 

３       収納計器で表示する印影     の形式その他証紙

徴収について必要な事項は、規則で定める。 
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第70条の２～第73条の９ 省略 第70条の２～第73条の９ 省略  

（種別割の徴収の方法） （種別割の徴収の方法） 

第73条の10 省略 第73条の10 省略 

２・３ 省略 ２・３ 省略 

４ 種別割の納税義務者は、前項に規定する自動車について種別割を払

い込むときは、当該自動車について新規登録の申請をした際に、県が

発行する証紙をもつてその税金を払い込まなければならない    

                               

                  。この場合において、納税者

は、次条の規定により当該新規登録の申請をした際に提出する申告書

に証紙を貼付しなければならない。 

４ 種別割の納税義務者は、前項に規定する自動車について種別割を払

い込むときは、当該自動車について新規登録の申請をした際に、第73

条の11の規定により提出する申告書に収納計器で当該種別割額に相当

する金額を表示した印影の押印を受けて、または当該種別割額に相当

する現金を納付してしなければならない。 

５ 前項の場合において、種別割の納税者が申告書に収納計器で証紙代

金収納印の押印を受けることにより、または種別割の納税者が証紙の

額面金額に相当する現金を納付したときは、知事は、申告書に納税済

印を押すことにより、証紙に代えることができる。 

５ 知事は、前項の規定により種別割額に相当する現金の納付があつた

ときは、申告書に納税済印を押さなければならない。 

６ 証紙の様式、収納計器で表示する証紙代金収納印の形式その他証紙

徴収について必要な事項は、規則で定める。 

６       収納計器で表示する印影     の形式その他証紙

徴収について必要な事項は、規則で定める。 

７ 省略 ７ 省略 

第73条の10の２～第73条の13 省略 第73条の10の２～第73条の13 省略 

（身体障害者等に関する種別割の減免） （身体障害者等に関する種別割の減免） 

第73条の14 省略 第73条の14 省略 
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２ 前項第１号に係る減免を受けようとする者は、普通徴収の方法によ

つて徴収するものにあつては納期限（納期限後において減免を必要と

する理由が生じた場合その他知事が認める場合には、当該納期限の属

する年度の２月末日）までに、証紙徴収の方法によつて徴収するもの

にあつては、第73条の11の規定により提出する申告書に県の発行する

証紙を貼付し、または当該申告書に収納計器で証紙代金収納印   

     の押印を受けること                 

    によつて税金 を払い込む際（当該申告書の提出後において

減免を必要とする理由が生じた場合その他知事が認める場合には、当

該申告書の提出の日の属する年度の２月末日まで）に、次に掲げる事

項を記載した申請書に減免を必要とする理由を証明する書類を添付し

て、知事に提出するとともに、規則で定める書類および運転免許証等

を提示し、またはこれらの写しその他規則で定めるものを提出しなけ

ればならない。 

２ 前項第１号に係る減免を受けようとする者は、普通徴収の方法によ

つて徴収するものにあつては納期限（納期限後において減免を必要と

する理由が生じた場合その他知事が認める場合には、当該納期限の属

する年度の２月末日）までに、証紙徴収の方法によつて徴収するもの

にあつては、第73条の11の規定により提出する申告書に      

                収納計器で第73条の10第４項に規

定する印影の押印を受け、または当該種別割額に相当する現金を納付

することによつて種別割を払い込む際（当該申告書の提出後において

減免を必要とする理由が生じた場合その他知事が認める場合には、当

該申告書の提出の日の属する年度の２月末日まで）に、次に掲げる事

項を記載した申請書に減免を必要とする理由を証明する書類を添付し

て、知事に提出するとともに、規則で定める書類および運転免許証等

を提示し、またはこれらの写しその他規則で定めるものを提出しなけ

ればならない。 

(1)～(6) 省略 (1)～(6) 省略 

３ 第１項第２号に係る減免を受けようとする者は、普通徴収の方法に

よつて徴収するものにあつては納期限（納期限後において減免を必要

とする理由が生じた場合その他知事が認める場合には、当該納期限の

属する年度の２月末日）までに、証紙徴収の方法によつて徴収するも

のにあつては第73条の11の規定により提出する申告書に県の発行する

証紙を貼付し、または当該申告書に収納計器で証紙代金収納印   

     の押印を受けること                 

    によつて税金 を払い込む際（当該申告書の提出後において

３ 第１項第２号に係る減免を受けようとする者は、普通徴収の方法に

よつて徴収するものにあつては納期限（納期限後において減免を必要

とする理由が生じた場合その他知事が認める場合には、当該納期限の

属する年度の２月末日）までに、証紙徴収の方法によつて徴収するも

のにあつては第73条の11の規定により提出する申告書に      

                収納計器で第73条の10第４項に規

定する印影の押印を受け、または当該種別割額に相当する現金を納付

することによつて種別割を払い込む際（当該申告書の提出後において
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減免を必要とする理由が生じた場合その他知事が認める場合には、当

該申告書の提出の日の属する年度の２月末日まで）に、次に掲げる事

項を記載した申請書に知事が必要であると認める書類を添付して、知

事に提出しなければならない。 

減免を必要とする理由が生じた場合その他知事が認める場合には、当

該申告書の提出の日の属する年度の２月末日まで）に、次に掲げる事

項を記載した申請書に知事が必要であると認める書類を添付して、知

事に提出しなければならない。 

(1)～(4) 省略 (1)～(4) 省略 

４・５ 省略 ４・５ 省略 

第73条の15～第142条の２ 省略 第73条の15～第142条の２ 省略 

（狩猟税の証紙徴収の手続） （狩猟税の証紙徴収の手続） 

第142条の３ 狩猟税の納税者が狩猟税を証紙によつて納付する場合に

おいては、知事は、鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する

法律第56条に規定する申請書に県が発行する証紙を貼付させなければ

ならない。              この場合において当該納税

者が第139条第１項第２号または第４号に掲げる者であるときは、規則

で定める書類を添付しなければならない。 

第142条の３ 狩猟税を証紙徴収の方法によつて徴収する場合において

は、狩猟税の納税者は、鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関

する法律第56条に規定する申請書を提出する際に、当該狩猟税の額に

相当する現金を納付しなければならない。この場合において当該納税

者が第139条第１項第２号または第４号に掲げる者であるときは、規則

で定める書類を添付しなければならない。 

２ 狩猟税の納税者が証紙の額面金額に相当する現金を納付したとき

は、知事は、前項の申請書に納税済印を押すことによつて証紙に代え

ることができる。 

２ 知事は、前項の規定により狩猟税の額に相当する現金の納付があつ

たときは、同項の申請書に納税済印を押さなければならない。 

３ 証紙の様式その他     証紙徴収について必要な事項は、規則

で定める。 

３ 前２項に定めるもののほか、証紙徴収について必要な事項は、規則

で定める。 

第142条の４以下 省略 第142条の４以下 省略 

 


